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　　　１．「強制措置（enforcement measures）」―第 39 条との関係―
　　　２． 非軍事的措置の「勧告」―安全保障理事会（又は総会）は、第 41 条の下での措置（非軍事的強
制措置）を「勧告」できるか―
　　　３．「兵力の使用を伴わない措置」―第 42 条との関係
























ソライズ）」した。（164）その後の状況の改善に伴い、安全保障理事会は 1998 年 3 月、一旦は石
油禁輸措置のみを解除したが（決議 1156（1998））、6 月になると、再び反政府軍（軍部側）
に対する武器禁輸及び選択的な渡航禁止の内容を強化することになった（決議 1171（1998））。





　1999 年 10 月、安全保障理事会は、アフガニスタンのタリバン政権を対象として、航空機
の離着陸・上空飛行の禁止、資金及び金融資産の移転禁止を内容とする限定的な義務的制裁
を課し、その監督のための制裁委員会を安全保障理事会に設置した（決議 1267（1999））。さ
らに 2000 年 12 月、安全保障理事会は制裁措置の内容を強化して、航空機及び武器・戦争資
材の輸出禁止、制限的な海外渡航制限、ウサマ・ビン・ラディンとその部下の資金の凍結と









Article 41  The Security Council may decide what measures not involving the use of 
armed force are to be employed to give effect to its decisions, and it may call upon the 
Members of the United Nations to apply such measures. These may include complete 
or partial interruption of economic relations and of rail, sea, air, postal, telegraphic, 
radio, and other means of communication, and the severance of diplomatic relations.　
和及び安全に対する脅威と見なし（regard）」、その実行者、組織者及び支援者を裁判に付す
ることで協力するようにすべての国家に「要請する（call upon）」決議を採択した（決議 1368
（2001））。（したがって、この決議は、「第 7 章に基づく」拘束的な決議ではない。）同じく 9













（エリトリア及びエチオピア）　安全保障理事会は 2000 年 5 月 17 日、エリトリア・エチオピ
ア間の武力紛争に関して、武器禁輸の制裁措置を課し、その実施を監視するために安全保障
理事会の下に制裁委員会を設立した（決議 1298（2000 年））。（この制裁措置は、2001 年議長
声明によって撤廃された。）（168）
（コソボ問題に関して）　安全保障理事会は 1998 年 3 月 31 日、コソボ問題に関して、コソボ
州を含むユーゴスラビア（F.R.Y.）に対して、武器禁輸の制裁措置を課し、その実施を監視













































る国家（disintegrating （or failed） state）における）に対して「第 7 章」が適用される事例
が目立って増えている（第 41 条は、一国内で発生した事態にも当然に適用可能である。第
41 条の措置は「強制措置」であり、国内管轄権の例外に服さないからである（第 2 条 7 項但
書））。（176）すなわち、カンボジアのポル・ポト派に対する措置（決議 792（1992））、アンゴラ


























ユーゴスラビア（決議 787（1992）、決議 816（1993）など）、ソマリア（決議 794（1992））、
ハイチ（決議 875（1993））、シエラレオネ（決議 1132（1997））に関してなど相当な先例の集
積が見られる。（181）これらの決議ではすべて「第 7 章に基づき」となっており、「第 41 条」に

































　第 41 条の措置の実施・執行を実際に担当するのは個々の加盟国である。すなわち、第 41
条に基づく制裁措置の発動を安全保障理事会が決定すると、その「決定を履行するのに必要
な行動は、安全保障理事会が定めるところに従って国際連合加盟国の全部又は一部によって




盟国の参加が要求されるところが、第 42 条の場合とは大きく異なるのである。第 42 条の軍
事的措置の場合、これに参加するのは、その意思と能力のある一部の加盟国に限定されてい
る。こういった国が、第 43 条の特別協定（あるいは、オーソリゼーション決議）に基づいて


























































国際連合憲章第 41 条の注解（その 2・完）（尾㟢）
と非加盟国とは区別されて扱われており、非加盟国の制裁措置への参加は当然の法的義務と
はされていない（もっとも、これらの決議の採択のための安全保障理事会の審議においては、
これらの措置が、憲章第 2 条 6 項に従って非加盟国をも拘束するという主張が若干の代表に
よってなされている（196））。南ローデシア問題に関するその後に採択された一連の安保理決議
は、基本的にはこの立場を再確認したものと言えるが（その後の、義務的制裁措置を追加し
て内容を強化した安保理決議 277（1970）、決議 388（1976）及び決議 409（1977）も、同じ表
現形式をとっている）、中には微妙なものがいくつかある。すなわち、決議 314（1972）は、
「すべての国」に対して、「憲章第 25 条及び第 2 条 6 項に基づく義務に従って」、南ローデシ
アに対する制裁を定めたすべての安保理決議を完全に実施するように「促し（urge）」ている。
（決議 320（1972）もほぼ同文であり、「すべての国」に対して、「第 25 条及び第 2 条 6 項に従
って」、すべての制裁決議を完全に実施するように「要請する（call upon）」。）これに対して、
















なお、決議 320 や決議 418 では、「要請する（call upon）」の語が使用されているが、この語






　湾岸戦争のときの決議 661（1990）は、「第 7 章に基づき」、「すべての国」に対して所定の
制裁措置をとるように「決定」し、「国連の非加盟国を含むすべての国に対して、この決議の
日付の前に結ばれた契約又は与えられた免許にかかわらず、厳格にこの決議に従って行動す




ても同じことが言える。なお、決議 670 では、「すべての国」に対して、「決議 661 に基づく
義務」に注意を喚起している）。旧ユーゴスラビアに対して包括的な義務的制裁を課した決議
757（1992）もこの点で紛れはない。すなわち、同決議は、「第 7 章に基づき」、「すべての国
家」に対して、所定の制裁措置をとるように「決定」し（第 4 項ないし第 9 項）、さらに、「国
際連合非加盟国を含むすべての国家及びすべての国際機構」に対して、この決議の日付以前
に結ばれた契約もしくは国際協定、又は授与された免許や認可の下での権利義務の存在にか
かわらず、本決議の規定に従って厳格に行動することを「要請（call upon）」した（第 11 項）。
ここでも、非加盟国に対する決議の拘束性は明瞭に示されていると言えよう（この第 11 項の
定式化は、後述するように、その後のいくつかの安保理決議において踏襲されている）。
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、また湾岸戦争のときのイラクに対する
経済制裁のときは全面的に














































































































制裁委員会は、安保理決議に基づき（決議 314（1972）及び決議 320（1972））、2 度にわたっ
て、履行確保の方策に関して安全保障理事会に特別報告書を提出している。）（225）



































































措置について国連事務総長に報告すること（決議 232 第 8 項）、自国民による、又は自国領域
内での、南ローデシアへの移民を促進・援助・奨励する活動を防止する措置をとること（決
議 253 第 8 項）、その他、南ローデシアの事態に対処するために、第 41 条に基づく一層の行
動をとること（決議 253 第 9 項）を要請（call upon）した。その他のいくつかの対南ローデ
シア制裁決議でも、安全保障理事会は専門機関に対して一定の措置をとるように要請してい



















国際連合憲章第 41 条の注解（その 2・完）（尾㟢）
能な範囲で協力することになっている。また今日では、専門機関の構成国は、ほとんどすべ
て国連の加盟国である。かくして、安全保障理事会の拘束力ある決定に基づく強制措置は、




















7 章及び第 8 章に基づいて行動し、決議 733（1992）第 5 項〔一般的かつ完全な武器禁輸措置〕
の厳格な履行を確保するために必要と思われる手段を、一国家として、もしくは、地域的機
構又は取極を通じて用いるように、国家に対して要請（call upon）」した（第 16 項）。（232）ま
た、旧ユーゴスラビア（セルビア・モンテネグロ）に対しては、安全保障理事会は、初めて
第 53 条 1 項を適用して、「地域的機関」に対して「強制行動」を「許可」した。安全保障理
事会は、決議 713（1991）を採択して武器禁輸措置を、次に決議 757（1992）を採択して包括
的な経済制裁を課した。さらに、決議 787（1992）を採択して、これらの決議を強化すること





（第 12 項）。これは、第 41 条に基づく制裁措置（決議 713 及び決議 757）の実施を確保する
手段として、「地域的機関」（具体的には、北大西洋条約機構（NATO）と西欧同盟（WEU））






は、経済制裁措置の履行を確保するために、第 53 条 1 項の規定を適用した最初の安保理決議
である。（234）
　ハイチのケースでは、まず、米州機構（OAS）によって、勧告的（非拘束的）な経済制裁





を考慮して」（前文第 5 項）。そして、同決議は、「この点に関して、国連憲章第 8 章の諸規定
を想起し、また、地域的機構と国連との間の効果的な協力の必要を強調して」（前文第 4 項）、


















議 788（1992））。その後、1993 年には、国連・アフリカ統一機構（OAU）・ECOWAS の共同
の支援の下に、リベリア内戦の主要当事者の間でコトヌー和平協定が締結された。同協定の
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障理事会）の実行の検討が 2001年で終っていることに御容赦を乞いたい。その後の発展のフォロー・ア
ップは、後日、全体を『コンメンタール国連憲章第 7 章』としてまとめる予定であるので、そのときに
行いたい。
